
社会教育と地域コミュニティーの連携について

H22.8.16 地域振興部地域政策課

１．社会教育主事について

（１）「社会教育主事とは

・社会教育法に基づいて県や市町村の教育委員会に置かれる社会教育を推進する専門的

教育職員で、社会教育行政の中核として、地域の社会教育事業を直接企画・実施した

り、関係機関・団体の事業に助言したりすることを通して、地域住民の自発的な学習

活動を援助する役割を担う人材。

・市町村の教育委員会が教員や行政職員で「社会教育主事講習」を終了した者のなかか

ら任命し、教育委員会事務局で市町村全域を対象に活動。

・また、県の社会教育主事は、県の教育行政機関（教育庁、教育事務所等）や教育施設

に配置するとともに、市町村教育委員会へ派遣している。

（２）配置状況

平成２２年度市町村社会教育主事発令者人数 （H22.7.29社会教育課調査）

市町村名 人数 市町村名 人数 市町村名 人数

松江市 ３ 斐川町 ２ 益田市 ２

安来市 １ 浜田市 ２ 津和野町 １

東出雲町 １ 大田市 １ 吉賀町 ２

出雲市 ０ 江津市 １ 海士町 ２

雲南市 ２ 川本町 １ 西の島町 ０

奥出雲町 １ 美郷町 ０ 知夫村 １

飯南町 １ 邑南町 ２ 隠岐の島町 １

合 計 ２７ 名

※いずれの市町村も公民館等の関連施設での発令はない。

２．新たな地域運営の仕組みづくりについて

（１）地域コミュニティーの維持・再生の取り組み方針

人口減少、高齢化が進み既存の集落単位の取組だけでは地域を維持することが難し

くなっているため、多様な主体の参画により、集落を超えた新たな地域運営の仕組み

づくりが必要。

（２）市町村の取り組み状況

○公民館等の範囲で、従来の地縁組織に加えて、多様な主体を構成員とする住民組織

を設置する動きが拡大

○「地域マネージャー」や「集落支援員」など多様な主体の調整役、繋ぎ役となる行

政職員以外の人材を配置する市町村が増加

○住民活動等への財政支援を行う市町村が増加

３．社会教育と地域コミュニティーの連携について

○社会教育主事は教育委員会事務局に１～３名配置されており、モデル地区をはじめ、

新たな地域運営の仕組みづくりとの直接的な関係はない。

○しかし、社会教育施設である公民館等を核とした新たな地域運営の仕組みづくりが広

がっており、地域マネージャーなどの人材や住民組織の支援など公民館職員と地域コ

ミュニティーとの連携は不可欠。

○社会教育とコミュニティー活動は、地域住民の視点からみれば一体的なものであり、

地域コミュニティーの維持・再生には社会教育との連携は重要。



集落支援員の取り組み内容について

２．平成２２年度取り組み状況
●実施市町村 １０市町 １２４人 （H21：8市町61人 H20：5市町31人）

○うち専任での設置数 ５３人 （Ｈ２１：４２人、Ｈ２０：３１人）
・県コミュニティ再生重点Ｐ事業での地域マネージャー（８名）

浜田市 ２人 雲南市 １人 邑南町 ３人 隠岐の島町 ２人
・市町単独事業 （３５名）

出雲市 ５人 「集落支援員」
益田市 ２人 「まちづくりコーディネーター」「地域づくり支援研修生」
雲南市 ２４人 「地域マネージャー」
江津市 １人 「集落支援員」
川本町 ３人 「定住コーディネーター」「集落支援員」
美郷町 １０人 「集落支援員」

○うち兼任での設置数 ７１人 （Ｈ２１：１９人、Ｈ２０：なし）

浜田市 １人（自治会職員兼任）
益田市 ５２人（地区振興センター長・嘱託職員兼任）
奥出雲町 １８人（自治会長会会長等兼任）

※各市町村により、配置の形態、役割は様々

１．集落支援員について
（１）集落支援員とは

地方自治体（県・市町村）からの委嘱を受け、集落への「目配り」として集落の巡回、状況把握等を行うとともに、集
落点検の実施や住民の話し合い促進、話し合いを通じて必要と認められる活動の支援など市町村職員や集落住民
とともに集落対策を推進する人材。

（２）財政支援
特別交付税により人件費、活動費などの所要経費を支援 上限額専任３,５００千円／人・年 兼任４００千円／人・年
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集 落 支 援 員 （１０市町村）１２４名

隠岐の島町（２名）
出雲市（５名）

雲南市（２５名）

美郷町（１０名）

川本町（３名）

浜田市（３名）
うち、兼任（１名）

奥出雲町（１８名）
うち、兼任（１８名）

邑南町（３名）

益田市（５４名）
うち、兼任（５２名）

「集落支援員」の設置状況 Ｈ２２年度 「実施予定調査（H22.6月）」から

※モデル事業等で一部地域にのみ設置の場合は、設置地区を含む旧町村で表示

江津市（１名）

※うち、公民館長、自治会長等との兼任
（３市町村） ７１名



県内での取組事例① 出雲市

１．集落支援員の配置

⇒ 過疎地域、辺地を有する地域（地区）のうち、特に高齢化、
人口減少が進んでいる５箇所を指定しモデル的に集落支援
員を配置する。

⇒ 集落支援員は市職員と連携し、集落への「目配り」といて集落
の巡回、状況把握を行う。

《情報収集活動》
地域を巡回し、地域の抱える課題や地域活動など状況把握を
行い「集落カルテ」を作成する。（地域の実情に応じた点検項目）
《助言支援活動》
課題解決や地域活動の目標達成に向けた話し合いに参加し
助言・支援を行う。（アドバイザーとして参加し、支援・助言）
《集落応援隊調整活動》
集落における草刈などの共同作業への応援隊派遣について
市と連絡調整を行う。
《各種連絡調整》
土木委員など各種団体委員等と連携、引継ぎなど行う。

コミュニティセンター単位で配置
鰐淵・須佐・窪田・多伎・鵜鷺

特に、支所との連携を強化

○ 報償 ４０，０００円／月・人

基本手当 ・・・・・ ３５，０００円／月
月半日当１０日程度の活動を想定

交通費・通信費 ・・ ５，０００円／月

○ 保険料 ・・・・・ ７０，０００円／年・人

○ 研修費 ・・・・・ ６０，０００円／年

（５人分）



県内での取り組み事例② 美郷町
１．配置（地域、方法）

○町内全域を１０に分けて（おおむね連合自治会ごと・１５０世帯以上）、各１人
○連合自治会からの配置希望申出を受け、公募又は連合自治会推薦

２．業務・活動

地域の実情に応じて、連合自治会等と連携（連合自治会の役職として）しながら、次のような活動（１月に１０日程度）
主に配置地域での会議、行事等や自身で計画、調整した日程によって活動するほか、町の会議・研修等に参加
（勤務場所・勤務日の指定なし）
（１）地域の状況の調査・点検（２）地域の課題の把握、抽出 （３）団体等と協議・話し合いの場づくり（４）地域内外での連
携・協力体制づくり（５） 地域独自の住民サービス、町等と対策の検討 （６） その他

３．任期、手当等

○任期 ：２年間 ○手当等：基本手当５０，０００円(月額)＋世帯割(年額)、交通費・通信費(月額)
４．条件

地域の支援、振興活動の経験がある方、関心が高い方、３つの条件（パソコン等を所有し簡単な操作ができるなど）
５．任命した人材

○行政ＯＢ（県・町）、Ｕターン（金融・メーカーＯＢ）、元議員、町内企業など
○応募４人、推薦６人

６．活動の概要

○各人の活動・・・地域で話をしながら、独自の展開
地域の企画・調整役（聴き取り・話し合いの場も）、地域団体の運営（連合自治会、老人会等）、地域情報誌の発行、公民館
活動と連携、地域おこし協力隊との協力、町事業等の検討・調整（各種の実務手続）、町政課題の説明・話し合い・推進（保
育所、デマンドバス、旧小学校活用、防災・防犯研修）

○全体の活動
・連合自治会の設立（４）
・他地域の集落支援員等、連合自治協議会との意見交換
・町内全１０５自治会の集落点検実施
・集落支援員連絡協議会（任意の団体）の設置
・１月に１回程度の連絡会議（情報説明・提供、意見・情報交換）、研修等。

○その他
・活動状況は、毎月活動月報（活動内容、課題）を提出。
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１． Ｕ・Ｉターンに関する先進的地域の参考事例 

 

２． 産学官連携など若年者の定住対策の状況 

 

３． 社会教育主事との連携に関する資料 

 

４． 集落支援員の取り組み内容 

 

５． 中山間地域の集落数に関する新しいデータ 

平成 16 年度集落状況調査については、住民基本台帳等を基に市町村の協

力を得てデータ収集し、中山間地域研究センターで分析したものです。そ

の後、一部市町村で、集落の定義変更などがあり、平成１６年度のような

集落の状況把握が困難となっているため、現時点で提出できるデータはあ

りません。 
   なお、同様のデータはありませんが、中山間地域全体の傾向としては、 

① 高齢化率５０％以上・世帯数１９戸以下の集落の割合は、 
平成１６年度 １１．４％ → 平成２０年度 １４％程度 

    ② 高齢化率７０％以上・世帯数９戸以下の集落の割合は、 
       平成１６年度  １．９％ → 平成２０年度  ３％程度 

と徐々に増加し、集落の状況は厳しさを増しています。 


